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はじめに
筆者グループは、200 年から 200 年にかけて、
日中韓共同研究（環境省廃棄物科研費等：『中国
における廃棄物資源管理能力向上に関する政策研
究』、代表：柳下正治（上智大学教授））におい
て、日韓の都市レベルでの廃棄物・資源管理能力
の比較研究を、名古屋市と釜山広域市を事例とし
て行った。研究は当初は中国の能力向上への示唆
を得るために、３R 政策の比較的成功例である名
古屋（日本）・釜山（韓国）を引き合いとすると
いう意味が込められていた 。
しかし研究結果は驚くべきものであった。いず
れの都市もごみ量の減少や埋め立て量の減少、リ
サイクル量の増加を達成したという点では共通し
ていたが、採られていた政策がまるで違ったので
ある。名古屋市でとりいれられた３R 政策は、容
器包装リサイクル法（以下、容リ法）の完全実施
等を中心とするものであった。これは、市民によ
るプラスチック等の容器包装の分別収集とそのリ
サイクルを義務付けた法律であり、文字通りリサ
イクルを促進するものの、発生抑制（＝ Reduce）
を促すような政策ではなかった。他方、釜山広域
市で採用された政策は、生産・流通・消費・廃棄
の各段階で廃棄物最小化を促すようなものが多く
含まれていた。一回使い捨て製品の規制や、従量
制（有料化）、デポジット制（のちの生産者責任
制度）などである。釜山広域市がなぜこれらの制
度を導入したかを追跡したところ、釜山広域市は
独自にこれらの施策を導入したわけではなく、国
レベルにおける施策を忠実に施行したにすぎない
ことが判明した 2。
以上の研究結果から、筆者はそもそも、国レベ
ル、すなわち日韓の廃棄物・資源管理法政策が、
互いにどのように共通し、あるいは相違している
のかに関心を抱くにいたり、その発展軌跡を比較
考察することを、本稿の目的とするにいたった。
第  節では、日韓の政策の発展軌跡を比較分析
するための枠組を考察する。続く第 2 節・第 3 節
では、日本と韓国の廃棄物政策の歴史的展開を、
4 つの政策展開期に分けて検証する。第 4 節では、
比較考察を行う。
Ⅰ. 分析の視座
従来、日本では、廃棄物問題へは技術的アプロー
チで解決を図ろうとの傾向が強かった。そのため
廃棄物分野においては、廃棄物処理・管理技術に
関し、自然科学分野を中心に、相当の研究が蓄積
された。その後、リサイクルや適正処理促進の技
術研究、マテリアルフロー研究や、個別リサイク
ル関連法制度の法学的分析、廃棄物会計に至るま
で、循環型社会形成にかかわるような研究も幅広
く行われている。また政策関連についても、拡大
生産者責任（EPR）の原則、諸外国の３R 政策の
紹介なども行われている。こういった廃棄物に関
する先行研究や技術・各種法政策の分析や紹介は、
学会誌である『廃棄物学会誌』（現在は『廃棄物
資源循環学会誌』）をはじめとし、全国都市清掃
会議が出版する『都市清掃』、全国産業廃棄物連
合会による『いんだすと』、環境産業新聞社の『都
市と廃棄物』、日報の『月刊廃棄物』など、層の
厚い専門誌によって取り扱われてきた。
しかしながら、国内における研究蓄積の殆どは、
廃棄物管理の一側面を各分野から断片的に分析し
たもので、循環型社会形成にいたるまでの歴史的
全体像を体系的に国際比較した研究蓄積は見当た
らない。この点において、日韓の廃棄物資源管理
政策の歴史的展開を比較考察しようとする本研究
の試みは、いささか野心的なものと位置づけられ
よう。
一方で、廃棄物資源管理政策に限らず、環境政
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策全般については、日韓の発展段階を比較した先
行研究が存在する。原嶋・森田（995）、李進ほ
か（995）、である。原嶋・森田（995）は、各
国の環境問題やそれに対応する法政策・行政機構
の整備等を丹念に観察し、以下の点を指摘した。
第一に、日韓の環境政策は、基本的には似通った
発展段階を経て発展してきていることである。具
体的には“胎動期”，“整備期”，“前進期”，“変容期”，
の４つに分けて、法政策や行政機構の発展段階が
整理できることが述べられている 3。第二に、韓
国においては、日本よりも短い期間で次の政策期
を迎えていることである。これは小島（95）の
いう“雁行形態論”ないしは、ガーシェンクロン（A. 
Gershenkron, 92）による後発性利益論の環境
政策版ともいえる。第 3 に、韓国では日本よりも
経済レベル（＝国民一人当たりの GDP）が低い
段階において、次の政策期を迎えていることであ
る。
原嶋・森田（995）以外に、東アジアの環境政
策の比較考察を試みた先行研究としては、環境問
題に各国が取り組みための能力を”社会的環境管
理能力”と名付け、“システム形成期”、“システ
ム稼働期”、“自律期”という 3 期間に分け、各国
の社会的能力水準の現状を図ろうとしたものもあ
る（松岡ほか、2004）。この研究は、政策の中身
だけでなく、その運用の実態を含め、行政および
それ以外のアクターとの相関関係をも包摂してい
る点で包括的である。
しかしながら、本稿の目的（＝廃棄物・資源管
理政策の発展軌跡の比較）からすれば、法政策の
展開そのものに焦点を当てた原嶋・森田の分析
が、有益な示唆を与えてくれる。本稿ではこれら
の分析が廃棄物資源管理分野にもあてはまるかど
うか、検証していきたい。
次節と次々節においては、両国の政策展開期を
前述の 4 期に分けて、それぞれの政策の歴史的展
開を記述することとする。ここでは主要な法律の
法政策概念・目的の記述を重視しつつも、法概念・
目的が、どのような社会変化をもたらしたか、逆
に社会変化がどのように法概念・目的の変化につ
ながったについても触れる。
これらをふまえて、第Ⅳ節では比較考察を試み
る。まず第  項では、第Ⅱ・Ⅲ章において記述す
るような日韓の廃棄物資源管理政策の展開を、年
表にまとめて比較対照し、原嶋・森田（995）が
指摘するような、“雁行形態論”ないしは“後発
性利益論”の法則が見出されるかを検証する。続
く第 2 項では、経済レベルとの相関についても検
証する。すなわち、原嶋・森田（995）がいうよ
うに、韓国では日本よりも経済レベルが低い段階
において、次の政策期を迎えているかどうかを確
認する。
これらの比較考察をふまえ、最終節では、まと
めと今後の研究課題について述べることとする。
Ⅱ. 日本における廃棄物・資源管理政策の展開4
日本の法政策の展開の時期区分については、 環
境省が用いている時期区分が一般的である。ここ
では、環境省（200）が区分する“公衆衛生期”、
“規制型環境法による廃棄物処理期”、“リサイク
ル期”、“循環型社会政策期”の 4 期にわけて、日
本の政策展開について記述する。
1. 第1期 公衆衛生期（〜1970年）
日本の廃棄物法政策の原点は、900 年に制定
された「汚物掃除法」に遡る。伝染病対策の観点
からごみ・し尿対策が緊急を要する課題となり、
ごみ処理は市町村の責務とされた。一方、都市化
の進展とともに、ごみ問題が次第に大きな問題と
なり始めた。各地でごみ焼却施設が建設されて
いった。こうした状況下、954 年に清掃法が制
定された。清掃法は、法目的を、「汚物を衛生的
に処理し、生活環境を清潔にすることにより、公
衆衛生の向上を図ること」と明定するとともに、
「清掃事業の責任は市町村」とし、全国市町村に
よる市街区域を中心とした区域の汚物処理を促進
した 5。
93 年、生活環境施設整備緊急措置法が制定
され、94 年から 5 カ年計画で、ごみ・し尿・
下水の処理施設整備を急ぐものとした。同 5 カ年
計画は、ごみを衛生的に安定化し、減量化するこ
とを目的として、都市ごみは原則として焼却処理
した後、焼却灰を埋立処分するという国の方針を
打ち出した。この方針により、厚生省は全国市町
村のごみ処理施設整備に対して補助金を交付する
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こととなり、これは日本がその後、世界で最もご
みの焼却処理率の高い国になる契機となる。
90 年代から 0 年代にかけて、高度経済成長
による国民所得の増加は、大量生産による大量消
費社会をもたらし、このことがごみ量の飛躍的な
増大とごみ質の変化となってあらわれた。プラ
スチックごみの急増は酸性ガス対策と焼却炉の損
傷、焼却能力の不足という問題を惹起し、耐久消
費財の普及は後に「粗大ごみ」と呼ばれる新しい
ごみの発生をもたらした。
一方、当時、高度経済成長が進み重化学工業化
が著しく進展する中、従来の市町村によるごみ処
理では対応できないような産業系の廃棄物が激
増するところとなった。産業廃棄物は質的にも有
害物質を含むものが数多く、液状の物があるなど
様々であり、これらの廃棄物の不適切な処理によ
る環境破壊が懸念され、新たな対応に迫られると
ころとなった。
2. 第2期 規制型環境法による廃棄物処理期
（1971年から1990年）
前項に掲げられた問題に対応するために、90
年、公害国会にて、清掃法を全面改正され、「廃
棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理
法）」が可決成立し、9 年 9 月に施行された。
現在の廃棄物の処理体系の原型の誕生といえる。
新政策の主要なポイントは以下のとおりである。
まず目的を「生活環境の保全と公衆衛生の向上」
とし、環境保全が第一目的に入ったことである。
第二に、廃棄物を産業廃棄物・一般廃棄物に大別
し、廃棄物の定義およびその処理責任について明
確に定めたことである。すなわち通常の日常生活
に伴って生ずるごみやし尿の処理（直営又は委託）
は市町村の固有事務とし、事業活動に伴って生ず
る廃棄物は排出事業者の処理責任（汚染者負担の
原則）とした。また都道府県知事に産業廃棄物処
理計画を、市町村長に一般廃棄物処理計画の策定
義務を課した。
第三に、廃棄物処理を専門として行う事業（廃
棄物処理業者）に法的な位置づけを与え、許可制
の導入・規制措置の導入をはじめ一連の制度上の
縛りを設けたことである。すなわち廃棄物処理の
全プロセス（排出、保管・収集運搬・中間処理・
最終処分）を対象に廃棄物を環境保全の観点から
適正に処理することを確保するため、処理基準や
処理を産業廃棄物処理業者に委託する場合の基
準、廃棄物処理施設に関する構造や維持管理の基
準等を定めたのである。
以上からすれば、廃棄物処理法は、その中に規
正法、計画法、事業法の 3 つの性格の法体系を盛
り込んだため、廃棄物行政は、自ら廃棄物の処理
を事業として進めるとともに、自ら環境保全の観
点から規制するという相反する側面を同一法体系
の中に持ち込むこととなったと評することができ
る。特に、一般廃棄物に対しては、増大するごみ
量に対して、焼却を中心とした中間処理技術の投
入で減量化・安定化させ、埋立処分する。そして
発生から最終処分に至る各プロセスに対しては、
環境規制を徹底する、というエンドオブパイプ型
の考え方がをとっていた。この結果、日本では、
焼却、埋立を中心とする廃棄物処理施設に関わる
技術開発が大幅に進展することとなった。そして
環境関連法制の規制強化も相俟って、廃棄物処理
に要する環境対策が徹底され、そのため投入する
コストも増大の一途をたどることとなる。
3. 第3期 リサイクル期（1991年から1999年）
日本は石油ショック後も経済が立て直され、継
続的な経済成長を経験するなかで、その代償とし
て廃棄物のますますの増大と質的多様化が続い
た。最終処分場等廃棄物処理施設の確保難と不法
投棄や不適正処理は社会問題化するに至った。そ
のような社会背景の下、99 年「廃棄物処理法」
は 20 年ぶりに大改正された。その主な改正点は
以下のとおりである：
第一に、法目的に「廃棄物の処理」だけでなく「廃
棄物の排出抑制」と「廃棄物の再生」が明記され
たことである。
これに対応して、廃棄物の減量に係る体制を整
備するため、市町村においてごみ減量等推進審議
会の設置および減量等推進員の委嘱制度が設けら
れた。廃棄物再生事業者は都道府県知事に対して
氏名、場所、事業内容、施設等を登録することが
できる制度も設けられた。
市町村は一般廃棄物の排出抑制や分別収集につ
いて処理計画を定め、粗大ごみや事業系ごみにつ
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いて処理費用を勘案して手数料を排出者から徴収
できることを規定した。
また、市町村の一般廃棄物処理に関する設備や
技術に照らし、その適正な処理が困難であると認
められるものを厚生大臣（現在は環境大臣）が指
定し、その処理に当たり、市町村長は製造業者の
協力を求めることができることとした。
同年、川上の立場から廃棄物の発生を抑制する
意図の下に「再生資源の利用の促進に関する法律」
（以下「資源リサイクル法」という）が制定され
た。本法は「資源の有効利用と廃棄物の発生抑制
によって環境を保全すること」を目的とし、各事
業の主務大臣が「再利用促進に関する判断基準」
を設け、事業者の自主的努力によってリサイクル
を推進することを基本姿勢としている。これをう
けて、992 年以降は全国的に再生利用施設（リ
サイクルプラザ、リサイクルセンター）が整備さ
れ、市町村における分別収集、住民団体等による
集団回収等の体制整備や都道府県において広域的
な観点から行う再生利用促進のための事業や啓発
活動に対する補助事業が推進された。
資源リサイクル法の制定を受けて、ペットボト
ル業界を筆頭に、業界あげてのリサイクル事業が
始まった。しかし、廃棄物全体を見ると、産業廃
棄物のリサイクル率は 993 年時点で 39％であっ
たのに対し、一般廃棄物のそれは僅か .0％に留
まっていた。
一般廃棄物のリサイクルを促進させるには、市
町村に全責任をかぶせる現行システムよりも事業
者側にも応分の処理費用を負担させた方が廃棄物
の減量化やリサイクルを推進し易いのではないか
という考えのもとで、995 年  月「容器包装に
係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律」
（以下「容リ法」）が成立、99 年に施行された。
本法は「容器包装廃棄物の分別収集及び再商品化
を促進することにより、一般廃棄物の減量及び再
生資源の利用を図る」ことを目的としている。消
費者はビン、缶などを分別して排出し、市町村は
一般ごみとは別に分別収集し、メーカー、小売店
などの事業者は「再商品化」の責務を負う。同法
は、事業者の責務を認めたものとして、法律は画
期的であった。これによってペットボトルとガラ
ス瓶の再商品化義務が 99 年 4 月から大企業を
対象に施行され、2000 年 4 月からは 20 万ともい
われる中小企業の義務免除が無くなり、ペットボ
トル以外のプラスチック、紙製容器なども本法の
対象となった。
一方、この時期、日本においてダイオキシン問
題の国民的関心も高まり、ダイオキシン汚染がマ
スメディアによって連日のように大きく取り上げ
られた。そこで、99 年厚生省のダイオキシン
類のリスクアセスメントに関する中間報告におい
て TDI(Tolerable Daly Intake 耐用一日摂取量 )
として 0pg/kg/day が示され、厚生省はごみ焼
却施設のダイオキシン類排出削減を一層強化した
「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等（新）
ガイドライン」を発表した。ダイオキシン削減対
策としては、①ごみの排出抑制、リサイクル、②
広域化による全連続炉での適切な燃焼管理、③余
熱利用、④灰の適正管理が挙げられる。
ダイオキシン問題はごみの焼却にも一石を投
じることになった。結果として、日本では焼却
炉の集約化、すなわちごみ処理の広域化が進み、
RDF 化やガス化溶融炉、従来のストーカー式ご
み焼却＋灰溶融炉等の更なる高度焼却技術が開発
され、ごみ処理方式の多様化が進んだ。
4. 第4期 循環型社会政策期（2000年〜）
上述のように、990 年代は、廃棄物抑制・リ
サイクル対策に関する様々な施策が導入された
が、それらの努力にもかかわらず、廃棄物の発生
量は依然として横ばいであった。また廃棄物の質
の多様化、最終処分場のひっ迫等の問題も依然と
して深刻であった。そこで、これらの問題の解決
のため、「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の
経済社会から脱却し、生産から流通、消費、廃棄
に至るまで物質の効率的な利用やリサイクルを進
めることにより、資源の消費が抑制され、環境へ
の負荷が少ない「循環型社会」を形成することが
急務とされ、2000 年国会では、循環型社会形成
推進基本法（以下、循環基本法）が成立し、資源
有効利用促進法が改正・成立した。
「循環型社会形成推進基本法」（循環型社会基
本法）の主な概要は以下のとおりである：この法
律は、形成すべき「循環型社会」の姿を明確に示
し、「①廃棄物等の発生抑制、②循環資源の循環
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的な利用及び③適正な処分が確保されることに
よって、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷
ができる限り低減される」ことをめざすなど、崇
高な理念が語られた内容になっている 。
基本法の整備とともに、個別の廃棄物処理法も
廃棄物の発生抑制や適正処理、また不適正処理の
防止を強化する方向で改正された。また資源リサ
イクル法が全面的に改正される形で、資源有効利
用促進法が 200 年 4 月に改正制定に制定された。
さらには、個別の廃棄物・リサイクル関係の法
律として、家電リサイクル法（200 年 4 月施行）・
建設リサイクル法（2002 年 5 月施行）・食品リサ
イクル法（200 年 5 月施行）・自動車リサイクル
法（2005 年  月施行）が整備された。
これらの法律整備により、日本では「循環型社
会の構築を図るため、重大な政策的・社会的努力」
が進められていることが、先進諸国の環境政策の
評価を行っている OECD によっても評価されて
いる 。しかしながら、「廃棄物の排出抑制のため
の政策措置は限定されて」いるとの批判は絶えな
い。たとえば、OECD は、「経済的手法の策定を
最優先」すべきと提言するが（OECD 編、2002、
25）、その一例であるデポジット制度などは「容
器の種類や地理的な面で利用が極めて限定されて
いる」ことが指摘されている（OECD 編、2002、
30）。このほかにも、廃棄物抑制効果が期待され
る「拡大生産者責任原則」の導入については「ま
だ改善の余地がある」と評されている 。
以上からすれば、循環型社会の理念は提起され
たが、発生抑制につながるような画期的政策は、
導入が進んでいないと評価されよう。
Ⅲ. 韓国における廃棄物・資源管理政策の展開9
韓国の法政策の展開については、釜山広域市が
発刊している環境報告書（200 年度版）によれば、
日本と同様に、やはり 4 期に整理されており、こ
の区分が一般的といえよう。ここでは釜山広域市
（200）の区分、すなわち、“防衛的衛生概念に基
づく汚物掃除法時代”、“環境保全概念に基づく環
境保全法時代”、リサイクル概念が導入された“廃
棄物管理法時代”、“持続可能な発展のための廃棄
物最小化概念が導入された法制度の多様化時代”
基づき、法政策の展開を記述する。
1. 第1期 公衆衛生期：防衛的衛生概念の導入
（1961年から1977年）
90 年から 90 年代は、日本の第  期と同様、
廃棄物政策の基本概念は公衆衛生の向上にあっ
た。具体的には 9 年に、清掃概念のもとに制
定された汚物清掃法がある。同法においては、主
に都市地域（“特別清掃区域”と呼ぶ）でのごみ
処理及び糞尿処理が主な懸案事項であった。この
時期には都市の一般ごみを迅速に片付けること
で、住民の保健・衛生レベルを向上させることに
焦点がおかれ、清掃区域、下水道、河川及び海域
での汚物投棄が禁止された。93 年に改正され
た汚物清掃法では汚物の概念に廃棄物を含め、産
業活動から発生される廃棄物は排出者が自ら処理
するように規定し、制度の下で管理することとし
た。
2. 第2期 規制型環境法による廃棄物処理期
（1978年から1985年）
90 年代末に入ると、韓国は経済の高度成長
期を迎え、都市化及び産業化を経験する。産業化
や都市化の加速化は、環境汚染問題を引き起こし
た。環境汚染問題は、社会的な重大な関心事と
なり、国家の重要な政策課題として議論される
ようになった。9 年に環境保全法が制定され、
90 年に環境庁が新設された。環境問題に対す
る対処方向は以前の消極的な防御概念から積極的
な環境保全概念に転換された。環境保全が廃棄物
処理の概念に登場した点において、日韓の政策は
類似している。
ただし、この時期の韓国の環境政策は、水質汚
染対策や大気汚染対策に重点がおかれていた。一
般廃棄物は汚物清掃法、産業廃棄物は環境保全法、
と、二元的に管理され、実態としては、廃棄物問
題は、依然として“処理概念”を中心に展開さ
れていた点に留意しなければならない。そのため
90 年代後半には、廃棄物発生総量の増加や埋
立容量の中間処理施設及び法律体系の不備など、
廃棄物管理をめぐる諸問題が露呈してくることに
なる。日本では第 2 期に、廃棄物処理施設の技術
開発が大幅に進展・普及したことと対照的である。
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3. 第3期 リサイクル期（1986年から1991年）
9 年の廃棄物管理法の制定に伴い、それま
で二元化されていた廃棄物管理体系が一元化され
た。この時初めて“リサイクル”概念が導入され、
単純な処理概念から資源・リサイクルの考え方へ
の転換がなされた。なお、汚水・糞尿が 99 年
に制定された汚水・糞尿及び畜産排水の処理に関
する法律により管理されることになり、廃棄物管
理法は廃棄物に特化した法律となった。
このように、独立法として廃棄物管理法が制定
されたものの、実効性という観点からは不十分」
であったため、99 年、同法は全面改訂された。
改正法は、廃棄物のリサイクルや減量、焼却及び
埋立地の管理の基準等について規定しており、現
行法の基本形をなしている。
4. 第4期 循環型社会・経済政策期（1992年〜）
992 年を基点として、韓国の廃棄物管理政策
は、大幅に方向転換し、拡充された。99 年末
に改正された廃棄物管理法では、リサイクルの実
効性を高めるとともに、大量生産・大量消費の社
会経済体制の持続可能な発展のための有限的な資
源の浪費を最小化させるための、廃棄物の最小化
概念が導入された。廃棄物最小化政策とは、廃
棄物発生抑制（Preventon）、減量（Reducton）、
再利用（Reuse）、再活用（Recyclng）、エネルギー
回収（Energy Recovery）を包括する概念であり、
埋め立て及び焼却を最小化させることを目的とし
ている。この概念が法定化されたのが、992 年
に“資源の節約とリサイクル促進に関する法律”
の制定である。992 年に制定され 993 年に施行
された同法では、廃棄物発生の抑制と再活用に関
する規定が分離され、生産、流通、消費など産業
全般にわたって発生する廃棄物を、国家と全国民
が体系的に回収し積極的な再活用を行うことが規
定された。
同法に基づいて、生産者にリサイクルの責任を
課す目的で導入されたデポジット（預置金）制度
は、生産者の製造量あるいは輸入業者の輸入量に
あわせて一定の料金を課して、回収・処理にかか
る費用を国に納めさせようとするものである。納
入された費用は環境改善と区別会計に組み込ま
れ、資源再生公社によって運用される。デポジッ
ト制度は、その後改善され、2003 年の法律改正
の中で、生産者リサイクル責任制度へと拡充をみ
た。
他にも韓国に特徴的なところでは、 回使用用
品とよばれる使い捨て製品の規制がある。具体的
には、宿泊施設などにおける使い捨て製品（歯ブ
ラシや歯磨きチューブ、シャンプーやリンスなど）
の無料提供が禁止され、違反した場合には罰金を
科すことが定められた。
なお韓国では、従来、埋立てに伴う悪臭・環境
汚染問題への住民反対運動が強く、一方焼却につ
いてはダイオキシンが大きな課題となり、処分
場の確保が非常に深刻な課題になっていた。そこ
で、995 年にはニンビ（NIMBY）問題を克服し
廃棄物処理施設を円満に推進させるために“廃棄
物処理施設設置促進及び周辺地域資源等に関する
法律”が制定された。
Ⅳ．両国の政策展開の比較考察
1. 政策展開期比較
前項では、日韓の廃棄物・資源管理政策の変遷
を各々 4 期に分けて説明した。
以上からすれば、両国の廃棄物・資源管理政策
は、法政策の概念・目的という観点からすれば、
同様の発展段階を経てきたと評することができ
る。すなわち、日本の“公衆衛生期”は、韓国の
“防衛的衛生概念に基づく汚物掃除法時代”、日本
の“規制型環境法による廃棄物処理期”は韓国の
“環境保全概念に基づく環境保全法時代”、日本の
“リサイクル期”は韓国の“リサイクル概念が導
入された“廃棄物管理法時代”、日本の“循環型
社会政策期”は“持続可能な発展のための廃棄物
最小化概念が導入された法制度の多様化時代”に
それぞれ相当するとみなすことができよう。
これらの時期区分は、展開された法政策概念・
法目的に着目して名づけられている。すなわち、
日本の場合、当初は汚物やごみを衛生的に処理す
ることが至上目的であったのが、経済成長に伴い
廃棄物が飛躍的に増加、多様化する中で環境汚染
原因となっていったことから、単なる“公衆衛生”
だけでなく、“生活環境の保全”という概念を目
的に追加して廃棄物処理をする必要に迫られたの
である 0。その後、廃棄物処理施設の確保難や不
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適切処理の問題に加えて、資源の制約が大きな問
題と捉えられるなかで、“廃棄物の処理”だけで
なく“廃棄物の排出抑制”や“廃棄物の再生”“資
源の有効な利用の確保”が新たなる法目的として
加えられ 、最終的には“天然資源の消費を抑制
し、環境への負荷ができる限り低減される社会”
としての“循環型社会”をめざすという方向性が
打ち出されるにいたる 2。この法的展開は両国共
通といえよう。表  は、両国の法政策の歴史的展
開を年表にまとめたものである。
この表によれば、日本が第  期に入ったのが
954 年であるのに対し韓国は 9 年、第 2 期は
日本が 9 年で韓国は 9 年と、それぞれ日本
のほうが、 年から  年ほど先んじていることが
わかる。この点、廃棄物資源管理政策の発展段階
について、先述の“雁行形態論”の法則を見出す
ことができる。
興味深いのは、これ以降の政策の展開である。
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表 1　日韓の廃棄物資源管理政策年表
日本 韓国
950s 954　清掃法（公衆衛生）
95　水質保全法・工場排水規制法
90s 92　ばい煙規正法
94　公害対策基本法
9　大気汚染防止法
第１期
9　汚物清掃法
93　公害防止法
90s 90　廃棄物処理法（適正処理） 93　汚物清掃法（改正）
9　環境庁発足
92　廃棄物処理施設整備緊急措置法
自然環境保全法
93　公害健康被害補償法
9　廃棄物処理法（改正：規制強化）
第２期
9　環境保全法
90s 90　環境庁新設
9　廃棄物管理法
990s 99　再生資源の利用の促進に関する法律
992　廃棄物処理法（改正：リサイクル）
産業廃棄物の処理に係る特定施設の整
備の促進に関する法律
993　環境基本法
995　容器包装リサイクル法
99　廃棄物処理法（改正：廃棄物減量・再
生利用・マニフェスト制度導入）
99　家電リサイクル法
第３期
99　廃棄物管理法（改正）
992　資源の節約と再活用促進に関する法律
994　廃棄物の国家間移動及びその処理に関する法律
環境部（環境処を改組）
995　ごみ従量制導入
995　廃棄物処理施設の設置および周辺地域の支援な
どに関する法律
99　リサイクル製品に対する品質認証制度導入
999　指定廃棄物の処理証明制導入
2000〜 2000　循環型社会形成推進法
建築資材リサイクル法
食品リサイクル法
グリーン購入法
資源有効利用促進法
200　PCB 特別措置法
2002　自動車リサイクル法
2003　循環型社会形成推進基本計画
2003　廃棄物処理法（改正：不法投棄未然防止）
2004　廃棄物処理法（改正：罰則強化等）
第４期
2000　首都圏埋立地管理後者の設立及び運営に関する
法律
2002　廃棄物適法処理証明情報システム（電子マニフェ
スト制度）導入
2003　建設廃棄物の再活用促進に関する法律
　　　生産者責任再活用制度導入
200　家畜糞尿の管理及び利用に関する法律
第  期（公衆衛生期） 第 2 期（規制型環境法
による廃棄物処理期）
第 3 期（リサイクル期） 第 4 期（循環型社会・
経済政策期）
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経済レベルからいっても、日本の方が先に第 3
期・第 4 期に入っていても不思議はないはずが、
韓国のほうが先に、第 3・第 4 期に入り、先んじ
た政策を導入していたということが、年表から明
らかである。すなわち、“雁行形態論”を飛び越
えて、韓国が法政策概念上、日本を先んじた法政
策を導入したわけである。
韓国は、“雁行形態論”を逸脱し、日本の政策
展開を追い越したのか、“後発性利益”が生じ先
んじた法政策概念の導入が可能だったのか。ある
いは日本とは別の道を歩みだしたとみるべきなの
か。
この問いを考えるうえで、廃棄物資源管理政策
が現実にどのような社会変化をもたらし、次の政
策展開期につながったのかという歴史展開をみる
ことは有益である。そこで、表２に、社会変化を
踏まえ、両国の政策展開期の共通点と相違点を、
展開期毎に整理した。
このうち、相違点が際立っているのは、第 2 期
以降である。第 2 期は、産業廃棄物が質量とも増
加し、環境規制型の廃棄物対策が進んだ時期であ
る。
日本では、公害国会によって生まれた環境関連
法の一つとして制定された廃棄物処理法に基づ
き、エンドオブパイプ型の、焼却埋立を中心とす
る廃棄物処理施設に関わる技術開発が大幅に進展
をみた。一方の韓国は、やはり同時期公害に基づ
き一連の環境関連法は整備されたが、その重点は
水質汚染や大気汚染対策にあり、廃棄物は一般廃
棄物は汚物清掃法、産業廃棄物は環境保全法と二
元的に管理された。一般廃棄物は、埋立を中心と
した処理方法が続き、日本のようなごみ処理技術
の高度化は起こらなかった。
韓国で、廃棄物行政の一元化がなされるのは、
9 年の廃棄物管理法以降のことである。この
廃棄物管理法では、早々とリサイクル概念が導入
されている。日本で“リサイクル”概念が法政策
に取り入れられるのは 99 年の資源リサイクル
法以降のことであるから、日本より早いタイミン
グで“リサイクル”概念が導入されたことになる。
とはいえ、9 年の廃棄物管理法は、実効性と
いう点からは乏しかった。本格的な廃棄物管理が
韓国で進むのは、992 年以降のことであると李
（2004） は指摘する。
こうした両国の違いは一般廃棄物の処理方法に
顕著に表れている（図 、図 2 参照）。
図  によれば、日本が第 2 期に入った 9
年時点で、焼却 49%、埋立 3%であったのが、
995 年には焼却 4%、埋立 3%と、全国的に焼
却がひろがっていたことがわかる。他方韓国に関
して、990 年代初めまでのデータは入手できて
いないが、図 2 に示した 99 年以降のデータか
らは、99 年の時点、99 年全国平均で、埋立
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表 2　日韓の廃棄物資源管理政策の共通点と相違点
共通点
（処理概念）
相違点
日本 韓国
第１期
公衆衛生
第２期
産 業 廃 棄
物 へ の 対
応
一廃・産廃の一元
管理、焼却など中
間処理技術の発展
一廃・産廃の二元
管理、一廃は埋立
中心
第３期
リ サ イ ク
ル
資源リサイクル法
は実効的、リサイ
クル産業成長
廃棄物管理法は宣
伝的
第４期
３R・廃棄
物 最 小 化
政策
経 済 誘 導 的 な 政
策・拡大生産者責
任の導入は限定的
経 済 誘 導 的 な 政
策、拡大生産者責
任を積極的に導入
出典：環境省 (92-2000）、環境省（200-200）のデータに基づき作成
図 1　日本の廃棄物処理方法の変遷
出典：韓国環境部資料データ（釜山発展研究院による提供）により作成
図 2　韓国の廃棄物処理方法
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%、焼却 5%、資源化 2%となっている。すな
わち、第 4 期に至るまで埋立が主要な処理方法で
あった。
以上からすれば、韓国と日本では、第 4 期に入
るときの廃棄物政策の実情および処理の実態が、
全く異なっていたことが明らかにされる。すなわ
ち韓国では、第 2 期の終わりまでは、実質上廃棄
物管理は進んでおらず、第 4 期になって初めて本
格的な廃棄物管理を経験した。日本が 20 年以上
も費やした第 2 期、第 3 期の廃棄物管理を実態と
しては殆ど経験することなく、一気に循環型社会
形成推進に向けた政策・制度を導入したことが明
らかになるのである。このことからすれば、韓国
は日本がたどった道を追いつき追い越したという
よりは、蛙とびした、あるいは別の道を歩みだし
たと表現するほうが適切であろう。
2. 経済レベルとの相関
以上、前項では、日韓の政策展開期比較を行っ
た。本項では、原嶋・森田（995）がいうような
経済レベルとの相関、すなわち、韓国では日本よ
りも経済レベルが低い段階において、次の政策期
を迎えているかどうか、を確認しておきたい。こ
の点を検証するために、ここでは各政策展開期に
おける経済レベルとの対象を試みた。図 3 は各政
策展開期における、両国の一人当たりの GDP を
示したものである。
これによれば、第  期、第 2 期の政策導入期は、
日本と韓国の経済レベルはさほど変わらない。し
かし韓国の第 3 期政策展開の一人当たりの GDP
は、日本の第 3 期政策展開期のそれの 0 分の 
である。同様に、第 4 期に移行したのは、日本の
5 分の  の時期である。
このことからすれば、韓国は 0 年代までは日
本の後追いであったが、その後は日本に先んじて、
かつ経済レベルも低い状況で、先進的な処理概念
に基づく政策を導入したことがわかる。
ただし、第 4 期に移行した時期の一人当たりの
GDP は低いとしても、これによって、韓国はま
だ大量消費・廃棄の段階に入っていなかったこと
を意味しない。このことを検証するために、日本
と韓国の一般廃棄物（韓国では生活廃棄物という）
の発生量の把握をしておくことは有益である。ご
みの発生量は、日本でも大都市、中規模都市、農
村部によって、一人当たりの排出量が大幅に異な
る。そこで、本項では、名古屋市と釜山広域市の
データを用いることとした。名古屋市、釜山広域
市とも、人口規模や産業構成、また港湾都市であ
る点等を含め共通点が多く、比較の対象としては
適切であると考えるからである。これを示したも
のが図４である。図 4 によれば、名古屋市は ,400g
余、釜山市は ,00g と、いずれも kg を超える
量となっている。名古屋市はもとより、釜山広域
市も、いわゆる大量消費・廃棄型社会に突入して
いる。
おわりに
本稿では、日韓の廃棄物・資源管理法政策の歴
史的展開を比較考察することを、目的とした。
前節までの既述・分析から判明した内容は以下
の通り要約できよう。すなわち日本では、2000
年に循環型社会政策期に突入し、循環型社会形成
廃棄物・資源管理政策の発展軌跡に関する日韓比較分析
出典：筆者作成
＊一人あたりの GDP データは世界銀行、World Development Indcator 
200(CD-ROM 版 ) を利用
図 3　各政策展開期における一人当たりのGDP
データ：名古屋市・釜山広域市の公表資料より
図 4　３R政策導入時のごみ排出量 3
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推進のための一連の法体系が整備された。しかし
生産・流通段階まで及ぶような発生抑制対策は十
分に展開されていない。すなわち、理念としては
３R を打ち出しつつも、全般的にみれば大量生産・
大量消費・大量廃棄型の社会から脱却したとはい
えない状態にあることが、明らかにされた。一方
の韓国は、0 年代末までは日本の後追いであっ
たのが、90 年代に入ると、生産・流通段階での
廃棄物最小化を促すような政策（有料化・デポジッ
ト制、一回使捨製品規制等）が導入されているこ
とが明らかになった。すなわち、国際規範・理念
を先取りした、国際的にも先駆的な政策が投入さ
れていたことになる。
大量消費・廃棄段階には入っていたが、経済レ
ベルは日本にはるか及ばず、また廃棄物管理に無
えた技術レベルや廃棄物管理能力では日本に及ば
ない韓国で、90 年代はじめという早期に、国際
規範を先取りしたような政策が、国際規範の概念
にきわめて忠実な形で取り入れられたことは注目
に値する。
なぜ経済発展のタイミングが遅い国で、国際的
にも先取りしたような政策の導入がなされたの
か、第 2 期や第 3 期を殆ど経験しないまま第 4 期
を迎えたことの帰結は何か。逆になぜ、日本では
第 4 期の展開が韓国より遅い時期に起きたのか、
国レベルでの政策導入の時期のずれが、地域レベ
ルの現実社会にもたらす含意は何か。
これらを今後の研究課題として、脱稿したい。
追記
本稿は、環境省廃棄物処理等科学研究研究費を
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1 Reduce（発生抑制）、 Reuse（再利用）、 Recycle（リサ
イクル、再活用）の頭文字をとって３R という。
2 この点、名古屋市は、処分埋立地の確保失敗に伴う
危機的状況から３R 政策推進へと独自判断のもと大
きく舵を切った。
3 原嶋・森田（995）によれば、“胎動期”とは環境
問題が認識され、環境保全に関する法制度が登場し
た時期、“整備期”とは、公害問題などの深刻化す
る環境汚染に対応するために、専門的な環境行政機
構が整備された時期、“前進期”とは包括的な環境
法の制定や環境行政組織の一元化などにより、環境
政策が体系化し拡充された時期、“変容期”とは、
環境問題そのものの質的変化に伴う対応の時期をさ
す。
4 本節は、環境省（200-）や北村（200）、八木（200）
大塚（2002）等を参照としつつも、柳下・鈴木は環
境庁や厚生省等にて廃棄物政策を担当した知見や経
験、横田は厚生省や WHO フェローシップ等を通じ
た知見や経験をふまえて、著者グループが相互に手
をいれながら執筆した。
5 同法律  条参照。
6 環境省発表資料「循環型社会形成推進基本法の概要」
より抜粋。
　[http://www.env.go.jp/recycle/gaiyo.html]
7 OECD 編 (2002) 20 頁 .
8 たとえば拡大生産者責任の概念については、個別リ
サイクル法の中でも早期に成立した容リ法におい
て、他の関連者との分担責任を前提に、採用されて
いる。しかしながら、たとえば寄本（99、2-）は、
「事業者の負担が比較的軽く、容器包装の使用の抑
制やリサイクル型容器包装への転換が期待通りに進
み始めているとはとても言えない」との批判的な見
方を提示している。大塚（2003、39 頁）も、「容器
包装廃棄物の発生の抑制の観点が十分に取り入れら
れておらず、廃棄物をいかに処理するかという発想
から抜け出していない。さらに、リサイクルについ
ても本法は十分なものではない」と指摘する。この
ような問題点をふまえて、容器包装リサイクル法は、
200 年  月、（排出抑制促進措置）、200 年 4 月（資
金拠出制度）の改正が行われているが、拡大生産者
責任の本格的な導入には至っていない。
9 本節は、釜山広域市（200）の邦訳（要約）を元と
しつつ、李（2004）、朴（2002）などを参照しなが
ら記述した。
10 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）第 
条目的を参照。
11 廃掃法第  条目的（99 年改正版）、資源の有効な
利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）第
 条目的を参照。
12 循環型社会形成推進基本法、第  条（目的）・第 2
条（定義）を参照。
13 なお、名古屋市の排出量は、行政処理量に市民・事
業者の自主的リサイクル量も加えた量を計上してい
るが、釜山広域市の場合は、行政が関与しない民間
ベースのリサイクル量は含まれていないことに留意
する必要がある。
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Development Trajectories of Waste and Resource 
Management Policies 
- A Comparative Analysis of Japan and Korea
TAKAHASHI Wakana, YAGISHITA Masaharu,
SUZUKI Katsunor and YOKOTA Isamu
Abstract
The author group has ever conducted a comparative analysis of 3R policies of two major cities in Japan and 
Republic of Korea, Nagoya City and Busan Metropolitan City, which shares similarities in terms of population sizes, 
industrial structures, geographic condition, and the like. Both cities have introduced 3R policies during between 
1990s and early 2000s, and the results were in common that separation and recycling of general waste have made 
progress and the amount of waste that goes to landfills have drastically decreased. While the 3R policies introduced 
in these two cities have common directions, they have totally different contents. In Busan metropolitan city, more 
innovative measures in light of forming a material-cycle society have been introduced. Interestingly enough, while 
Nagoya has introduced them at its own discretion, Busan followed national government’s measures which were 
introduced nationwide. With this background, it became our great concern to consider and compare development 
trajectories of waste/resource management policies of Japan and Korea at national level. This paper first overviews 
earlier studies and investigates research framework for a comparative analysis. After describing the historical 
trajectories of two countries’ policies based on four development stages, comparative considerations are attempted 
based on the comparative frame suggested earlier in the paper. 
（2009 年  月 4 日受理）
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